
























 

 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成１６年 ３月２日 

担当部・課：アジア第一部インドシナ課 

１．案件名 

カンボジア日本人材開発センター（日本センター） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本件は、「ビジネスに関わる実務人材開発を通じたカンボジアの市場経済化促進」と「日

本・カンボジア間の交流・協力関係の促進」という機能を担っていくことが期待される

「カンボジア日本人材開発センター（CJCC、通称：日本センター）」の、設立・運営に

対する技術協力案件である。①市場経済化促進のための人材育成研修、②市場経済化及

び相互理解促進のための日本語研修、③相互理解促進のための交流事業、の以上３つが

CJCC における主要事業である。本件プロジェクトの協力期間においては、これら３つの

事業を展開することは勿論であるが、センターの継続的発展のための基盤作り、即ち、

事業の計画・運営といったマネジメントの体制をセンター内に確立すること、及び「日

本センター」をカンボジアにおいて広く認知させることが最も重要な成果になる。 

（２） 協力期間 2004 年 4 月〜2009 年 3月 

（３） 協力総額（日本側）：約 7億円 

（４） 協力相手先機関 ①監督機関：教育青年スポーツ省、②実施機関：王立プノンペン大学

（５） 国内協力機関：国際交流基金 

（６） 裨益対象者及び規模、等：３つの事業への参加が期待される年間 10,000～15,000 人（日

本に関係・関心を有するカンボジア人と、カンボジアに関係・関心を有する日本人が本

プロジェクトの潜在的裨益対象と位置づけられる。政府職員、民間企業の経営者及び従

業員、NGO、一般市民など幅広い階層を対象とすることが本プロジェクトの特徴のひと

つ）。 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

1970年から約20年にわたった内戦がカンボジアに残した有形無形の傷跡は、今も開発の

阻害要因となっており、国際社会はハード・ソフト両面からカンボジアを支援している。

1991年にようやくカンボジア和平協定が成立し、戦後復興に乗り出したカンボジア政府

は、本格的に市場経済メカニズムの導入を決め努力を重ねてきたが、未だ課題は多い。

2003年にWTOの加盟が認められた同国において、市場経済化に伴う制度作り及び人材育

成への取り組みは、最も緊急性の高い政策課題のひとつである。一方、我が国はアジア

等の市場経済移行国を対象として、通称「日本センター」の設置を進めるとの政策を打

ち出していたところ、カンボジアに対しても2000年３月にプロジェクト形成調査団を派

遣することになった。調査の結果、同国におけるセンター設置の意義が確認され、また

先方政府も本件に強い関心を示した。2002年１月にカンボジア政府は王立プノンペン大



 

学構内に日本センターを設置することを決定し、さらに2002年６月に無償資金協力及び

プロジェクト方式技術協力に係る正式要請書が日本政府に提出した。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

Second Five Year Socioeconomic Development Plan（2001-2005）、National Poverty 

Reduction Strategy （2003-2005）、Education for All (National Plan 2003-2015)の

いずれにおいても、カンボジアにおける人材育成は最優先課題の一つとされている。ま

た、民間企業活動の活性化を通じた市場経済の拡大、貿易・投資の促進は、同国の経済

発展、ひいては貧困削減の重要な要素と位置づけられている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

我が国の対カンボジア援助政策（外務省対カンボジア国別援助計画、平成 14 年 2 月）

は、重点分野・課題別援助方針の中で「持続的な経済成長及び貧困削減を最大のテーマ

に据え、社会的弱者対策等に十分配慮しつつ、長年の内戦で破壊された基礎的インフラ

の整備と疲弊した諸制度の再構築及び深刻な人材不足を回復するための人造り、すなわ

ち、ハードとソフトの両面にバランスのとれた支援を実現するとの観点から、メリハリ

を付けた援助を展開していく必要がある」と述べており、本件事業の妥当性に根拠を与

えている。 

上記の我が国の対カンボジア援助政策に則り作成された JICA 国別事業実施計画では、

対カンボジア事業の重点援助分野として 8 分野を選定しているが、その内本件プロジェ

クトは「経済振興のための環境整備」と「教育の充実」の 2分野にまたがるものとして

整理される。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

[達成目標] 

市場経済化促進のための人材育成と、日本・カンボジア間の交流・協力関係を促進する

ための活動を、持続的に実施できる体制が CJCC 内に整う。 

[指標・目標値] 

１）市場経済化に資する人材育成コースの自立的な運営と、カンボジア側（特に民間企

業）からの持続的な参加実績 

２）人材育成コース修了者の国際市場経済・日本的経営への理解度 

３）日本語コースの自立的な運営と、カンボジア側からの持続的な参加実績 

４）日本語コース参加者の日本語能力 

５）日本・カンボジア間の交流事業の自立的な運営と、両国からの持続的な参加実績 

６）交流事業参加者の満足度と施設利用頻度 



 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

[上位目標] 

CJCC において市場経済化に資する人材が継続的に育成され、また、日本・カンボジア間

の交流・協力関係が促進される。 

[指標・目標値] 

１）民間セクターの活動規模 

２）カンボジア・日本間の商取引の規模 

３）カンボジア・日本間の人的ネットワークの規模 

 

（２） 成果(アウトプット)・主な活動 

① センター運営 

[成果１] 効率的且つ効果的なセンター経営及び計画策定・実施のための仕組みが確立

される 

[活動] １）他類似機関の経営方法の検証 

２）経営計画（組織構成、運営方針、財務計画）の策定 

３）経営計画実施上の準備（規定、規則等の整備を含む） 

４）上記経営計画の試行とモニタリング 

５）上記経営計画に対する自己評価とフィードバックによる改善 

[指標・目標値] センターの組織構成、センターの運営方針、財務計画（収支）、人員の

配置、定期的な会議の開催 

 

  ② 人材育成コース 

[成果２] 国際市場経済・日本的経営に関する研修コースが提供される。 

[活動]１）研修ニーズ把握のための事前調査 

２）カリキュラムの策定 

３）研修教材の作成 

４）研修コースの開催 

５）モニタリング、評価、結果のフィードバックによる改善 

[指標・目標値] 研修コース（カリキュラム）、研修教材、コース実施回数及び参加者数、

授業・セミナー終了試験結果、受講生、参加者の満足度 

 

③  日本語コース 

[成果３] 質の高い日本語を教える研修コースが提供される。 

[活動]１）研修ニーズ把握のための事前調査 

２）カリキュラムの策定 

３）研修教材の作成 

４）研修コースの開催 

５）モニタリング、評価、結果のフィードバックによる改善 



 

[指標・目標値] 研修コース・カリキュラム、研修教材、コース実施回数及び参加者数、

授業・セミナー終了試験結果、受講生、参加者の満足度 

 

④ 交流事業 

[成果４] 日本・カンボジア間の社会的・人的な交流に資する各種の交流活動が提供さ

れる。 

[活動]１）市場調査の実施と活動計画の策定 

２）交流事業の実施 

３）セミナー・展示会の実施 

[指標・目標値] 交流事業実施回数と参加者数、セミナー・展示会実施回数、外部から

の支援要請や照会の件数、参加者の満足度 

 

⑤ その他 

[成果５] カンボジア・日本間の人的・情報ネットワークが強化される 

[活動]１）カンボジア・日本に関する情報システム整備・構築 

２）人的ネットワーク構築支援、追跡 

[目的値・指標] 構築されたネットワークの数 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 約 7億円） 

●長期専門家派遣 4～5名：チーフアドバイザー1 名、業務調整 1名、人材育成コース担

当 1 名、日本語コース担当 1 名、交流事業担当 1名 

●短期専門家複数名：人材育成コース講師等にて必要人数。第三国専門家として近隣諸

国から必要人数 

●供与機材：セミナー室用調度品・資機材、図書館用書籍、パソコン等事務機器、視聴

覚機材等 

●研修員受入：CJCC の運営スタッフ、講師、一部コース参加者等を、それぞれ対象とし

た国別研修 

●施設：センター施設及び付帯施設（無償資金協力） 約５億円 

●その他：CJCC における事業実施経費の支援（現地業務費） 

 

② カンボジア側（総額 約 1 億円） 

●カウンターパート配置：センター所長、人材育成コースマネジャー、日本語コースマ

ネジャー、交流事業マネジャー、他事務スタッフ等 

●施設：無償資金協力によるセンター完工前のプロジェクト活動に必要な施設 

●土地手配：無償資金協力で整備される日本センター建物用の敷地 

●その他：CJCC 運営にかかる経常経費 

 



 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

●教育青年スポーツ省によって日本センターのための予算が確実に確保される。 

●カンボジア関係各省・大学等から、人材育成コースへの講師派遣等に対して、継続的

な支援が得られる。 

●カンボジア国内の邦人、日本の民間企業が、将来にわたって CJCC に関心を持ち続け、

継続的な支援を提供する。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

20 年に及ぶ内戦により疲弊した人的資源の回復を図ることはカンボジア政府の最優先

政策の一つである。また、本件プロジェクトの目指すところは、上述のとおり我が国対

カンボジア援助計画、JICA 対カンボジア国別事業実施計画の方向性と合致する。2003

年 12 月に実施された日本・ASEAN 特別首脳会合の場でも、我が国はメコン河流域の開発

を一層支援すると表明しており、同地域に位置するカンボジアに「日本の顔」の見える

拠点として CJCC を設立することは外交政策の観点から見ても妥当性を有す。 

50 年にもわたる外交関係を有し極めて親日的なカンボジアと、我が国が、CJCC を拠点

に両国間の人的・文化的交流を促進することは、お互いの関係緊密化に寄与する。併せ

て本プロジェクトの実施は、我が国のカンボジアにおけるプレゼンスを更に向上させる

ものと期待される。 

 

（２） 有効性 

日本とカンボジアが協力し CJCC の事業を共同で運営することを通じ、「市場経済化促進

のための人材育成と、日本・カンボジア間の交流・協力関係を促進するための活動を、

持続的に実施できる体制が CJCC 内に整う」というプロジェクト目標は十分達成できる。

具体的には、日本の経験をモデルとした教育内容を人材育成コースで提供することは、

WTO 加盟など市場経済の枠組みに本格的に参入しようとするカンボジアにとって、まさ

に今必要な官民の人材輩出につながる。また、カンボジアに関心を持つ日本の大学や NGO

の数は多く、CJCC の活動が軌道に乗ることによって活動の足がかりを築くことが可能に

なる。カンボジアで実施される日本の紹介イベントや、日本の大学への留学情報提供は、

これまで在カンボジア日本大使館が一義的にその役割を担ってきたが、CJCC は大使館と

も連携して事業を実施することによって、今までくみ上げ切れなかった交流のニーズに

対応する体制が整備される。 

 

（３） 効率性 

本件プロジェクトの実施に先立ち、いわゆる「日本センター」が多数の国で進行中であ

るので、先行プロジェクトの経験から学ぶことにより、効率的に事業を実施すること画

できる。例えば、人材育成コースの講師として短期専門家をゼロから人選する必要はな

く、他国のセンターで評価の高かった人材を活用することが可能である。日本語教育に

関しても、他センターの前例にならい、長年にわたって当該分野で専門的な知見を蓄積



 

してきた国際交流基金の協力を得ることとしたので、効率的な事業実施が期待できる。

他方、プロジェクトの費用を見てみると、人材育成コースの講師として、日本人、カン

ボジア人を問わず現地でビジネスを営む人、あるいは周辺諸国（タイなど）のビジネス

マンを招くことも想定しているので、人的リソースを全て本邦に頼るプロジェクトに比

べると効率的である。また、プロジェクト実施に必要な資機材の多くは現地で調達する

計画で、これにより経費の節約を図ることとしたい。 

 

（４） インパクト 

CJCC の持続的な事業運営の体制が整備されれば、人材育成と交流・協力関係の継続的な

促進が図られることとなり、上位目標は確実に達成されると見込まれる。なお、CJCC は

カンボジアの最高学府である王立プノンペン大学の敷地内に設置されるので、その存在

は国内で多くの耳目を集めることとなり、結果的にプロジェクトのインパクトは広範囲

に及ぶと期待できる。他方、現在のカンボジアには多数の日本語学校が存在するが、い

ずれの教育内容も質が低く、学んだことが卒業生のキャリア形成に役立たないケースが

ほとんどである。CJCC はカンボジアにおける日本語教育の中核となることを目指してお

り、日本語教師育成コースも実施するので、センターの卒業生がこれら市中の日本語学

校で教えるようになれば、国内の日本語教育全体の底上げにつながる。このように CJCC

は、民間の学校とは異なる役割を果たし、更にその成果が民間の活動にも波及効果を及

ぼすことになるので、プロジェクトのインパクトは大きいと評価できる。 

 

（５） 自立発展性 

本件事業の実施機関である王立プノンペン大学は国立大学であるが、受講料を徴収して

の独自コース運営の経験を有しているので、先方カウンターパートが CJCC の安定した

マネジメントに習熟することは比較的容易と予想される。CJCCの主要3事業においては、

それぞれの性格に応じ参加者から一定の受講・参加料等を徴収する予定であるので、財

務面での自立発展性は高いと評価される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本件プロジェクトは、市場経済化を通じた経済の発展を図ることにより貧困軽減に寄与

するものである。また、広くカンボジア国民の人的資源の育成を目指しており、男女平

等に教育機会を提供するという形でジェンダー配慮がなされている。なお、センターで

実施するさまざまな交流事業においては男女双方の関心、問題意識を取り込んで企画を

練る予定である。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

先行する他国「日本センター」プロジェクトの実施を通じ、センター運営における先方

カウンターパートの主体的参画確保が重要であるとの教訓が得られている。「日本セン

ター」プロジェクトでは、カウンターパートに対する技術移転に留まらず、センターの

運営を共同で実施していくという認識の下、そのプロセスを通じた体制整備に力を入れ

て支援を行うことが肝要である。本件プロジェクトにおいては、事前評価調査実施段階



 

からカンボジア側のプロジェクトに対する希望・意向の確認に十分時間をかけ、その結

果を計画に極力反映してきた。先方のイニシアティブで、センター運営のための予算確

保に係る手続きも進行中である。また、ゼロから組織を作り上げていく「日本センター」

プロジェクトにおいては、組織のマネジメント体制作りに多大な時間と労力を要するこ

とが明らかになっているので、まさにこの点をプロジェクト成果のトップに据え、着実

な達成を目指している。 

８．今後の評価計画 

●協力期間開始後早期に、長期専門家とカウンターパートが協力して詳細ニーズ確認の

調査を行い、その結果に基づいて 3つの主要事業ごとの数値目標とデータの収集方法を

再精査し確定していく。これらがプロジェクト実施期間中のモニタリングの指標とな

る。なお、設定した数値目標の達成度合いやデータ収集方法に関しては、中間評価の時

点でレビューを行い、終了時評価につなげていく必要がある。 

●評価スケジュール 

中間評価：2006 年下期、終了時評価 2008 年中盤。 
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